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父母の離婚後の子の養育に関する海外法制について 

 

離婚後の親権制度について，我が国の民法では，単独親権制度が採用されてい

るが，その在り方をめぐっては，関係各方面から様々な意見が寄せられているほ

か，平成２３年に成立した「民法等の一部を改正する法律」の附帯決議では，離

婚後の親権制度の在り方について検討すべきものとされている。さらに，上記附

帯決議においては，離婚後の親権制度と関連する問題である離婚後の子の養育

の在り方につき，離婚後の面会交流の継続的な履行を確保するための方策等に

ついて検討すべきものとされている。 

 そこで，法務省においては，このような状況を踏まえ，離婚後の親権制度や子

の養育の在り方について，外務省に依頼してＧ２０を含む海外２４か国の法制

度や運用状況の基本的調査を行った。 
 本報告書は，主として下記の事項について，各国の政府関係者等からの聞き取

りや文献調査を基に，各国の離婚後の親権や子の養育の在り方に関する，主とし

て制度面について取りまとめたものである。もっとも，各国の法制度は様々であ

り，その法制度によっては下記の事項に直接回答することが困難な場合もある

ことから，下記の事項の全てについて対象国から網羅的な回答が得られたわけ

ではない。 

本調査は，法務省がこれまでに行った海外法制調査より対象国や調査事項を

広げて行ったものであり，父母の離婚後の子の養育の在り方を検討するに当た

って有用な情報を提供するものである。 

記 
⑴ 各国の親権の内容及び父母の離婚後の親権行使又は監護の態様 

ア 父母の離婚後も共同で親権を行使することを許容する制度の有無 
イ アの制度が採用されている場合に，父母が共同して行使する親権の内 
容 

ウ 父母の離婚後の子の養育について，父母の意見が対立する場合の対応 

⑵ 協議離婚（裁判所が関与しない離婚）の制度の有無 
 ⑶ 子の養育の在り方について 

  ア 父母の離婚時に子に対する面会交流又は子の養育費の支払について取

決めをする法的義務の有無・内容 

イ 公的機関による面会交流又は子の養育費の支払についての支援の有

無・内容 

ウ 父母の離婚後に子を監護する親が転居をする場合の制限の有無・内容 
⑷ 離婚後共同親権制度の下における困難事例 
⑸ 嫡出でない子の親権の在り方 

以上 
令和２年４月 法務省民事局
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【北米】 

第１ アメリカ（ニューヨーク州） 

 １ 離婚後の監護の態様 

  ・ 監護（custody）1には，法的監護と身上監護がある。離婚後は，法的監

護・身上監護について，単独及び共同での行使が認められている（家族関

係法第２４０条）。なお，全ての監護及び面会交流に関する裁判において，

家庭内暴力の有無が考慮されなければならない（同条）。 

  ・ 法的監護については，両親が敵対関係にない場合のみ，離婚後も，両親

が共同して行使することになる。 

  ・ 身上監護は，子と共に居住する権利であり，子と一緒に住んでいた期間

が長い方の親が取得する傾向にあるという。 

 

２ 離婚後の監護についての両親の意見が対立する場合の対応 

   両親の意見が対立する場合には，仲裁者又は調停者が調整に当たること

がある。 

 

 ３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子の有無にかかわらず，争いのない離婚の場合でも書類を裁判所に提出

し，裁判所の確認を受けた上で，離婚が認められることになる。 

 

 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に面会交流について取決めをすることは義務付けられていない。

両親の一方又は双方の要求に応じて，裁判所が決定する。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    両親間の仲裁者又は調停者が調整に当たることがある。 

    面会交流の合意についての違反が著しい場合には，刑事事件として扱

われることもある（子の保護への干渉に関する州法１３５．４５, １３

５．５０及び実の両親による子の誘拐に関する連邦法）。 

    裁判により支払を命じられた養育費を受領している同居親が，裁判に

より命じられた面会交流を不当に妨害した場合には，裁判所はその裁量

において，面会交流が侵害されている間，養育費の支払を停止するか，支

                                                      
1 アメリカ法の親権及び監護概念については，山口亮子「アメリカ」各国の離婚後の親権

制度に関する調査研究業務報告書（平成２６年）９５頁以下参照。 
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払遅滞による責任を免除することができる（家族関係法第２４１条）2。 

 

 ５ 居所指定 

   離婚後に，子を監護する親が転居する場合には，裁判所の許可が必要とな

る。 

 

 ６ 養育費 

   離婚時に養育費について取決めをすることは義務付けられていない。父

母の一方又は双方の要求に応じて，裁判所が決定する。 

   

 ７ 嫡出でない子の親権 

   父が認知した場合には，父が監護をすることが認められている。 

  

                                                      
2 山口・前掲注１）１１１頁。 
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第２ アメリカ（ワシントンＤＣ） 

１ 離婚後の監護の態様 

監護には，法的監護（Legal custody）と身体的監護（Physical custody）

があり，離婚後に共同行使するものについて，条文上限定は加えられていな

い。 

   法的監護とは，子に対する法的な責任を意味し，子の健康，教育，一般的

な福祉に関して決定する権利，子の教育，医療，精神状態，歯科治療，その

他の記録にアクセスする権利並びに学校職員，医療提供者，カウンセラー及

びその他の子と交流する者と話をし，それらの者から情報を入手する権利が

含まれる。身体的監護とは，子の住居形態を意味し，子の住居や面会交流の

スケジュールが含まれる。 

 

２ 離婚後の監護についての両親の意見が対立する場合の対応 

   最終的には，裁判所が子の利益の最大化の観点から決定する。 

 

 ３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   認められている（裁判所に申請する必要はあるが，当事者間で争いがない

場合には，申請がそのまま認められ，裁判所の実質的な関与はない。）。 

  

 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に面会交流について取決めをすることは義務付けられていない。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    例えば，監護権についての裁判所での手続の初期段階で，全ての親がク

ラス（Parenting Class）を受講することが義務付けられており，そこで

は裁判所の手続が説明されるほか，裁判所の決定によるのではなく当事

者間の合意により監護についての詳細を決めることが薦められる。 

 

 ５ 居所指定 

   多くの場合，監護の条件について定めた合意又は裁判所の命令の中で転

居の制限について規定されるほか，法律上も，他方の親の正当な監護権の行

使を妨げる行為が原則として禁止されている。 

 

 ６ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取り決めることが義務付けられているか 

   義務付けられていない。 
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  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    コロンビア特別区政府の司法長官室養育費支援部門（Office of the 

Attorney General, Child Support Services Division）において，親の

所在の特定，養育費を求める親を代理し裁判所の支払命令の取得，支払命

令の執行（給与差押え，自動車運転免許・車両登録・パスポートの停止に

よる間接強制等）といった支援を提供している。 
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第３ カナダ（ケベック州） 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

  ・ 離婚後も，両親は共同して親権（parental authority）を行使する。 

  ・ 離婚の申請があった場合には，裁判所は，配偶者間に合意があるときは

それを考慮し，また，子の利益と権利を尊重することを重視して，子の監

護（custody）及び教育についての裁定を行う必要がある（州民法第５１

４条，第５２１条）。 

 

２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 親権の行使について両親の意見が一致しない場合には，両親の一方又は

双方は，その意見の対立の解決を求めて裁判所に提訴することができる

（州民法第１９６条，第６０４条）。裁判所は，両親の和解を奨励した上

で，子の最善の利益の原則に従って判断する（同法第３２条，第３３条，

第１９６条，第６０４条）。 

  ・ 裁判官は，判断の際に専門家の意見を参照することができる（州民事訴

訟法第４２５条以下）。 

 

３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子の有無にかかわらず，協議離婚は認められていない。 

  

 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に面会交流の内容について取決めをすることは義務付けられて

いないようであるが，裁判所は，離婚に際し，両親の一方又は双方の請求

により，子の監護及び養育費に関して臨時命令を発することができる（州

民法第１５条～第２０条）。 

 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

   ア 面会交流監督サービス 

     親が監督の下で子を訪ねることができるというサービスであり，面

会交流が妨げられたり，困難であったり，面会交流について紛争が生じ

たりした場合に利用することができる。 

   イ 認可支援サービス 

     親は，面会交流等に係る家庭裁判所判決を，安価で改訂させることが

できる。 
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 ５ 居所指定 

   両親は，転居することはできる。 

   しかしながら，同居親が，非同居親から遠く離れた場所に転居しようとす

る場合には，非同居親は，子の監護について取り決められた時点ではそのよ

うな転居は想定されていなかったことを理由としてこれに反対し，子の監

護権を求めて裁判所に訴えることができる。 

 

 ６ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取り決めることが義務付けられているか 

    離婚時に養育費について取決めをすることは義務付けられていないよ

うであるが，裁判所は，離婚に際し，両親の一方又は双方の請求により，

子の監護及び養育費に関して臨時命令を発することができる（州民法第

１５条～第２０条）。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

   ア 養育費支払支援法による対応 

     養育費支払支援法により，州収入省は，養育費を支払うべき者からこ

れを徴収し，養育費を受け取るべき者にこれを支払う権限を有する。 

   イ 認可支援サービス 

     親は，養育費等に係る家庭裁判所判決を，安価で改訂させることがで

きる。 

   ウ 子の養育費再調整行政手続サービス 

     このサービスにより，親は，極めて安価に子の養育費の再調整をする

ことができる。利用申請は，両親の一方又は双方が行うことができる。

再調整後の養育費については，親がその金額に同意しない場合は裁判

所に再見直しの申請を行うことができる。 

 

 ７ 嫡出でない子の親権 

   認知等により親子関係が確立していれば，親権の共同行使が認められて

いる。 

  



 

9 
 

第４ カナダ（ブリティッシュコロンビア州） 

 １ 離婚後の監護の態様 

  ・ 子と同居していた親は，離婚（別居）後も，子に対して監護権

（guardianship3）を有する（州家族法第３９条第１項）。各監護者は，監

護者間の合意又は裁判所による異なる決定がなければ，その協議が不合

理又は不適当でない限り，他の監護者との協議により，親権(ブリティッ

シュコロンビア州では親責任（parental responsibilities）という用語

が採用されているが，本報告書においては，以下においても，「親権」と

記載する。)の全てを行使することができる（同法第４０条）4。 

    子の監護者(guardian)のみが，親権を行使することができる（同条）。

なお，監護者の合意又は裁判所の決定により，一人の監護者が単独で親権

の全部又は一部を行使することや，監護者が共同で親権の全部又は一部

を行使することを定めることもできる。 

  ・ 連邦離婚法においては，子についての決定責任（decision-making 

responsibility5）は，両親の双方又は一方に付与することができるとさ

れている（離婚法修正第１６．３条）。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 監護者の間で，親権行使に関して合意をすることができない場合には，

裁判所は，監護者にどのように親権を付与するかについて定めることが

できる（州家族法第４５条）。その際，裁判所は子の最善の利益に基づい

て判断する（同法第３７条第１項, 考慮事項は，同条第２項に列挙されて

いる。）。 

  ・ 監護者間で意見が対立するような場合に，裁判所は，判断の参考にする

ために専門家に報告書の作成を命じることができる（同法第２１１条第

１項）。報告の内容は，子のニーズ，子の意見等である。この場合の専門

家とは，家族司法カウンセラー（family justice counsellor）6，ソーシ

                                                      
3 従前，”custody”という語が用いられていたが，２０１３年の改正により，州家族法に

おいては“guardianship”が用いられるようになった。 
4 親権行使の具体的な内容は，州家族法第４１条に列挙されている。例えば，日々の子に

関する決定及び子の世話・監督，子の居所の決定等が挙げられる。 
5 連邦離婚法においては，”custody”に代わって，”decision-making responsibility”

が用いられるようになった。Decision-making responsibility を有する親は，子の健康，

教育，文化・言語・宗教・精神，課外活動について，子の福祉を考慮して決定を行う。 
6 司法省の家族サービス部門（FJSD）に属し，家族調停者として訓練を受けている者であ

る。家族司法カウンセラーは，情報提供をしたり，解決案を提示したりする。両親に対し

ては，サービスは無償で提供される。地域によっては，両親は裁判所の審理の前に，家族

司法カウンセラーと面会することが義務付けられている。家族司法カウンセラーは，面会
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ャルワーカー，その他裁判所によって認められた者である（同条第２項）。 

 

３ 共同親権行使における解決困難な事項 

   後記６で紹介する子の転居をめぐる紛争が解決困難な事項として挙げら

れている。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

  ・ 子の有無にかかわらず，協議離婚は認められておらず，裁判所の決定が

必要である。もっとも，夫婦が，親権行使の方法，扶養料，財産分与等に

ついて合意に達している場合は，当事者は裁判所に出頭する必要はなく，

裁判官が書面を確認することにより離婚が認められる。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

   ・ 離婚後も，監護者である親は，子と共に過ごすことができるが，それ

は親の権利ではなく，子の最善の利益のみを考慮して認められるもの

である（州家族法第３７条第１項）。 

   ・ 子の監護者ではない親と子が共に過ごすことは，「子との交流」

（contact）と呼ばれる。この交流も親の権利ではなく，子の最善の利

益のみを考慮して認められる。交流の内容は，子の監護者である親との

合意によって定めることができるが，合意をすることができない場合

には，裁判所が決定をすることもできる（同法第５９条第２項）。 

   ・ 州家族法においては，両親が離婚時に面会交流について取決めをする

ことは義務付けられていない。ただし，裁判所は，両親が面会交流も含

む適切な養育計画を作成していないと離婚を認めないこともある（上

記２も参照）。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

   ア ＰＡＳ（Parenting After Separation） 

     州政府が出資し，司法省（Ministry of Attorney General）の家族司

法サービス部門（ＦＪＳＤ,：Family Justice Services Division）が

運営するサービスである。別離後の両親に対し，適切な面会交流の時間

や交流の合意をすることができるようにするための情報を提供する，

教育コースである。州裁判所に養育計画や面会交流等についての決定

を求めた両親は，必ずＰＡＳを受けなければならない。 

                                                      
交流等に関する情報提供をし，両当事者が合意に達することができるように援助をする。

この場合も，両親は利用の対価を支払う必要はない。 
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   イ 家族司法カウンセラー7による支援 

     両親は，面会交流についての適切な合意をすることができるように，

家族司法カウンセラーからの情報提供，援助を受けることができる。 

 

 ６ 居所指定 

   州家族法には，他の監護者の同意がないが，転居を希望する者が転居の許

可を求める手続が規定されている。 

  ア 監護者が転居したい場合において，養育計画や面会交流についての合

意又は裁判所の命令がないときには，まずそれらについて定められなけ

ればならない。 

  イ 養育計画や面会交流についての合意又は裁判所の命令が既に存在する

場合には，次のようになる。 

   ・ まず，「転居」とは，子又は子の監護者の居所を変更し，子と監護者

その他の者との関係に重要な影響を与えるものと定義されている（州

家族法第６５条第１項）。 

   ・ 自分自身又は子の転居を計画している監護者は，他の監護者（や子と

の面会交流が認められている者）に少なくとも転居の６０日前に転居

の予定を文書で通知しなければならない。この通知には，転居の日及び

転居先を記載する必要がある（同法第６６条）。これを受けて，他の監

護者が裁判所に転居の禁止を申し立てない限り，転居は許可される（同

法第６８条）。なお，転居禁止の申立ては，上記の通知を受けた日から

３０日以内に行わなければならない。 

   ・ 裁判所の転居許否の基準については，州家族法に規定が設けられてい

る（同法第６９条）。 

     子と過ごす時間が両親間で概ね均等とされている場合には，転居を

計画する監護者は，①当該転居は公正なものであること（in good 

faith），②子と他の監護者との間の関係を維持するための合理的で有

効な提案を行ったこと，③転居が子の最善の利益にかなうことを主張

立証しなければならない（同条第５項）。 

     他方で，子と過ごす時間が両親間で均等とされていない場合には，転

居を計画する監護者が，①当該転居は公正なものであること，②子と他

の監護者との間の関係を維持するための合理的で有効な提案を行った

ことを主張立証した場合には，裁判所は，当該転居は子の最善の利益に

かなうものとして，転居を許可しなければならない。もっとも，他の監

                                                      
7 前掲注 6)も参照。 
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護者が，当該転居は子の最善の利益にかなわないと反証した場合には，

裁判所は，転居を禁止することができる（同条第４項）。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に両親が養育費について取決めをすることは，州家族法におい

ては求められていない。ただし，離婚時に両親が養育費について合意をし

ていないと，裁判所は離婚を認めないこともある（上記４も参照）。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    上記５⑵で紹介したＰＡＳ及び家族司法カウンセラーによる支援に加

えて，ＦＭＥＰ(Family Maintenance Enforcement Program，家族扶養履

行強制プログラム)という制度がある。 

    両親の一方がＦＭＥＰに登録をすれば，ＦＭＥＰは，合意され又は裁判

所に命じられた養育費の取立てを行う。ＦＭＥＰは，支払義務者との間で，

支払を適切に行うための合意をし，もし支払がされなかった場合には，履

行強制を行う。 

    ＦＭＥＰは，司法省の１部門によって運用されており，養育費を受領す

る親は，無償で当該サービスを利用することができる。 

  

 ８ 嫡出でない子の親権 

   親子関係があるのであれば，婚姻の有無にかかわらず，全ての親が子に対

して監護権を有し，それぞれが親権を行使する。 
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【中南米】 

第１ アルゼンチン8 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

  ・ 離婚後も，両親が親権（アルゼンチンでは「親責任」という用語が採用

されているが，本報告書においては，以下においても，「親権」と記載す

る。）を行使する。ただし，両親の意思又は裁判所の決定により，子の利

益のために，親権の行使は，両親の一方により又は様々な形式で行使させ

ることができる（民法第６４１条）。なお，裁判所は，不可能又は子に有

害でない限り，全ての子について親権の共同行使を許可しなければなら

ないとされている（同法第６５１条）。 

  ・ 通常は，監護者を決定するが，両親共に監護者とすることも認められて

いる9。 

 

２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 両親の間で意見の相違がある場合には，その解決を求めて裁判所に訴え

ることができる（民法第６４２条）。 

  ・ 両親間で意見の不一致が繰り返されるか，親権の行使を深刻に妨げる他

の原因が生じた場合には，裁判官は２年を超えない範囲内で，両親のいず

れか一方に親権の全部又は一部を行使させるか，又は親権を分担させる

ことができる（同条）。 

 

 ３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子の有無にかかわらず，協議離婚は認められていない。 

 

 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

   ・ 離婚時に面会交流について取決めをすることは義務付けられていな

いが，両親は面会交流の体制を含む養育計画を裁判所に提出すること

ができる（民法第６５５条）。 

   ・ 両親の間で合意が成立しない場合には，裁判官が検察官の関与の下に，

面会交流の具体的な内容を決定する。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

                                                      
8 西谷祐子「アルゼンチンの離婚及び別居法について」家裁月報５９巻４・５号１頁。 
9 なお，西谷・前掲注 8）によると，５歳未満の子については，原則としては母の監護の

下に置かれるという民法の規定が存在するようである（民法第２０６条第２項，第２１７

条）。 
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    州の機関によるカウンセリングサービスの支援が存在する。 

 

 ５ 居所指定 

   非同居親には子と円滑にコミュニケーションをとる権利と義務があるこ

とから（民法第６５２条），同居親は，非同居親の権利を害さないように配

慮をすることが求められる。 

 

 ６ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に養育費について取決めをすることは義務付けられていないが，

両親は，各自が負う責任などを含む養育計画を裁判所に提出することが

できる（民法第６５５条）。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    州の機関によるカウンセリングサービスの支援が存在する。 

 

 ７ 嫡出でない子の親権 

   子の出生証明書に父の名が記載されていれば，共同親権となる。 
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第２ ブラジル10 

 １ 離婚後の家族権行使の態様 

  ・ 離婚後も，両親が子に対して家族権を有する。 

  ・ 両親は，離婚後の子の監護について，共同監護か単独監護かを選択する

ことができるが，原則として共同監護である。いずれの形態にするのかは，

離婚の訴訟において，両親の一方又は双方が両者の合意に基づく申請（民

法第１５８４条Ⅰ），又は裁判官の宣告（同条Ⅱ）により定められる。裁

判官は，「子の監護に関し，父母の間で合意が成立せず，父母共に家族権

を行使することができる条件にある場合には，父母のいずれかが裁判官

に対して子の監護を望まないと宣言する場合を除き，共同監護を適用す

る」（同条第２項）。 

  

 ２ 離婚後の共同家族権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 基本的には，個別の紛争が生ずるたびに，家庭裁判所が具体的事情に応

じて判断する方法が採られている。離婚後，家族権の共同行使に関し，両

親の間で意見が対立したときは，裁判官が，両親及び（家庭問題を担当す

る）検察官の意見を聴いて調整する。 

  ・ 裁判官の判断のために，専門家又はスタッフの関与が認められている。

「裁判官は，父母の役割及び共同監護下における同居の期間を設定する

に当たり，任意に又は検察官の要請により，父及び母と同居する時間を均

等に配分することを目的として，専門家又は学際的なグループのオリエ

ンテーションを参考にすることができる」（民法第１５８４条第３項）。 

 

３ 家族権の共同行使における困難事項 

   子が幼い場合は，裁判官の判断が難しいとされる。 

   すなわち，子が１２歳以上のときは，裁判所が，子の意見を聴き，その意

見を尊重するように努めているが11，子が乳児や幼児のときは，意見を聴く

ことができないため，判断が非常に難しくなる。そのような場合には，実務

では，母親の意見を聴くケースが多い。 

 

４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   協議離婚は，未成年の子（又は無能力の子）がいない場合にのみ認められ

                                                      
10 西谷祐子「ブラジルの離婚及び別居法について」家裁月報５８巻４・５号１頁以下。た

だし，同論文の公表後，ブラジル民法は改正が行われているようである。 
11 子に意見を聴く際には，必要に応じて心理カウンセラー等の専門家を活用するなどし，

子の意見を慎重に聴取するための環境を整備している。 
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ている（民事訴訟法第１１２４－Ａ条）。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に面会交流について取決めをすることは義務付けられていない

が，非監護親は，監護者との合意又は裁判官の定める条件に基づき，子と

の面会交流をすることができる（民法第１５８９条）。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

   ア 離婚時の裁判所による両親への教育 

     裁判官は，離婚後の子との面会交流等の権利・義務及びこれらを順守

しなかった場合の罰則について説明する（同法第１５８４条第１項）。 

   イ 面会交流の内容の実現を担保 

     民法第１５８４条第４項は，「単独又は共同監護の合意事項が無許可

で変更される場合又は理由なく順守されない場合には，監護者の権利

が消滅され得る」と定めている。例えば，離婚成立後に，一方の親から

面会交流が拒否されたときには，一般的に，家庭裁判所，検察官及び公

選弁護官が対応している。裁判官は，両親を召喚して説得し，話合いで

の解決を促すが，話合いで解決しないときは，審判をする。 

   ウ 地域コミュニティにおける活動 

     カトリック教会等が，面会交流についての支援を実施し得るが，何ら

強制力はない。 

 

 ６ 居所指定 

   共同監護においては，子の居所拠点とみなされる都市は，子の利益により

よい形でかなう都市とされ（民法第１５８３条第３項），転居先は，「子の利

益によりよい形でかなう都市」に制限される。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に，養育費の支払について取決めをすることは義務付けられて

いない。ただし，実務上は，離婚と子の養育費の支払を一つの訴えとして

同時に請求するのが一般的とされている（民事訴訟法第２９２条）。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    民事訴訟法第５２８条に，以下のように定められている。 

   「養育費が支払われない場合には，裁判官は，当事者の訴えにより，養育

費支払の債務者を裁判所に呼び出し，３日以内に支払うよう命じる。債務
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者が３日以内に支払うか又は支払が不可能であることを証明しないとき

は，裁判官は，１か月以上３か月以下の拘留を命じ，支払が行われれば釈

放する。」 

 

 ８ 嫡出でない子の親権 

   父が子を認知した場合には，両親は共同で家族権を行使する。認知がされ

ない場合には，母が単独で家族権を行使する。 
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第３ メキシコ 

１ 離婚後の監護の態様 

   父母は離婚後も共に親権を有するが，監護権についてはいずれか一方の

みが有する。 

監護権について，父母が協議を行い，いずれが取得するかを決定するが，

合意に至らない場合には，父母，子及び専門家の証言に基づいて民事裁判に

より決定される。 

   財産管理権については，離婚後も父母が共に有する（ただし，いずれか一

方の親が親権を法的に停止された場合はこの限りでない。）。 

  

２ 離婚後の監護についての両親の意見が対立する場合の対応 

   メキシコ連邦民法第２８３条に，「離婚の裁定において，子の状況が決定

される。裁判官は，親権に固有の権利及び義務，親権の失効・停止・制限，

子の監護及び養育に関する全ての事項について裁定を行わなければならな

い。裁判の過程において，いずれか一方の親から要請があった場合には，家

庭内暴力又は措置の必要性を正当化するあらゆる状況を回避するため，父

母双方及び子から意見を聴取した上で，上記裁定に必要な事項を収集する。

子の意見は常に優先される。いずれの事例においても，子への危険があると

判断される場合を除き，子の父母と共に過ごす権利を保護・尊重する。子の

保護とは，家庭内暴力行為の回避・是正のために必要な安全，監視，治療に

関する措置を含む。」と規定されている。 

 

 ３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子がいる夫婦の場合には，裁判手続を経ずに協議離婚をすることはでき

ない（メキシコ連邦民法第２７３条）。子がいる夫婦は，裁判所に離婚の申

請を行い，子の養育を行う者，養育費の支払方法，父母それぞれの居住地，

未成年の子に対して支払われる食費の金額，離婚手続期間における夫婦の

財産管理方法について合意しなければならない。 

 

 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚裁定中に夫婦の間で面会交流に関する合意がされる。合意に至ら

なかった場合には，裁判官が介入して取り決められる。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    「家族統合発展システム」という機関が，子との面会交流への同席，実

施場所の提供等の支援を行っている。 
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 ５ 居所指定 

   離婚裁定後，監護権を有する親が居住地の変更を希望する場合には，他方

の親の同意を得る必要がある。ただし，メキシコ連邦民法第４４３条に規定

された「子を危険にさらす行動により親権を失っている親」についてはこの

限りではない。 

 

 ６ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取り決めることが義務付けられているか 

   離婚裁定中に夫婦の間で養育費の支払に関する合意がされる。合意に至

らなかった場合，裁判官が介入して取り決められる。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    公的機関による支援として，裁判所の裁定に基づき，離婚時に合意され

た養育費を親の給与から天引きするよう雇用主に義務付けるものがある。

また，メキシコ州では，養育費の支払に関する裁定履行のために公務員の

給与の一部を差し押さえるための規定がある（州・市政府公務員労働法第

８４条第８項）。 

 

 ７ 嫡出でない子の親権 

   親権について，婚姻関係にある父母の子か，婚外子であるかの区別はない。

他方，メキシコ連邦民法第４章「婚外子の認知」第３８０条には，「同居し

ていない父母が子を認知する場合には，父母のいずれが子の監護権を取得

するかについて合意する。合意がされない場合には，管轄の家庭裁判官が，

父母及び検察の意見を聴取した上で，子の利益に資する方に監護権を委任

する。また，同居していない父母がそれぞれ認知を行った場合には，父母の

間で特段の合意がなく，家庭裁判官が重大な理由により変更する必要があ

ると判断しない限りにおいて，先に認知をした方に監護権が与えられる。」

と規定されている。 

 

  



 

20 
 

【アジア】 

第１ インド12 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

   離婚後は，原則は単独親権である（判例）。なお，共同監護を認めた判例

もある（２０１３年カルナカタ高等裁判所判決）。 

 

 ２ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子がいる場合にも協議離婚が認められている（判例）。 

 

 ３ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    面会交流については，離婚時に取決めをすることが義務付けられてい

る（判例）。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    公的機関による面会交流実現のための支援制度はない。 

 

 ４ 居所指定 

   監護親が転居する場合には，他の親に対して通告をし，子の監護や面会交

流に影響が出ないようにする必要がある（判例）。 

 

 ５ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    養育費支払については，離婚時に取決めをすることが義務付けられて

いる（判例）。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    公的機関による養育費支払実現のための支援はない。  

 

 ６ 嫡出でない子の親権 

   父が婚外子について認知した場合は，母と共同で親権を行使する。 

  

                                                      
12 インドの家族法は，宗教法（ヒンドゥー教徒家族法，ムスリム家族法，キリスト教徒家

族法，パールシー教徒家族法，ユダヤ教徒法）及び慣習法から成り，多様なものであるよ

うである（「インド家族法（２０１７－１８年版）（1）」戸籍時報７６１号１３頁以下）。 
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第２ インドネシア 

１ 離婚後の監護の態様 

   両親は，離婚後も共に親権（インドネシアでは，「養育権」，「養護・教育

を施す義務」等の用語で規定されているが，本報告書においては，以下にお

いても「親権」と記載する。）を有し，親は子の法律行為を代理する。 

しかし，インドネシア児童保護委員会（ＫＰＡＩ）が扱っている多くのケ

ースでは，養育している親が子に関する事項を決定し，共同で親権を行使す

ることはまれである。共同で行使する場合も，片方の親がより支配的地位を

占めており，父母の間で合意に至らない場合には，支配的地位にある親は，

その地位を更に強化することを求めることができる。他方の親は，生活費の

負担や限られた親権を行使するのみである。ここでいう「支配的地位を占め

る親」とは，多くの場合，「より経済力のある親」を意味する。 

また，離婚問題に関して父母のいずれかの過ちがより大きいということが

ない場合には，子の名字が判断材料の一つとして利用され，父方が親権を得

ることが多い。 
 

 ２ 離婚後の監護についての両親の意見が対立する場合の対応 

   基本的に片方の親がより支配的な権限を与えられるが，最終的には，全て

の離婚に関する問題は裁判所によって決定される。 

 

３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   インドネシアでは，双方の同意に基づく離婚は認められておらず，全ての

離婚に関する問題は裁判所によって決定される。 

 

 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に取決めをすることは義務付けられておらず，判決において言

及された場合にのみ義務が生じる。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    通常は国の介入なしに行われ，特定のケースについて裁判所書記官に

支援を求める。妨害が存在する場合は，警察や他の法的機関の援助を求め

ることがある。 

 

 ５ 嫡出でない子の親権 

   婚姻に関する１９７４年法律第１号第４３条によれば，婚外子は，母親及

び母系の家族とのみ民事上の関係を持つこととされている。しかし，同条項
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は，２０１２年２月１７日に憲法裁判所により無効とされた。もっとも，代

わりとなる条項は未だ制定されていない。憲法裁判所は，生物学的親子関係

が立証されれば，父にもまた責任が生じるとしている。 
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第３ 韓国 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

  ・ ２０１２年４月１３日の大審院判決により，共同親権が許容されて以降，

両親の同意により，共同親権・単独親権，さらには共同養育など多様な形

態を定めることができることとされている。裁判離婚においては単独親

権の指定を原則としているが，協議離婚（韓国における協議離婚は，後記

３のとおり，裁判所が夫婦の離婚意思の確認をする点で日本のそれとは

異なるが，本報告書においては，以下においても，「協議離婚」と記載す

る。）においては共同親権とする事例が相当数ある。 

  ・ 単独親権でも，共同親権でも，親権の効力には変更がない。 

  ・ 両親は，離婚に際して，子の養育に関する事項（養育者，養育費，面会

交流に関する事項）及び親権者に関する事項を決定しなければならない。 

  ① 協議離婚の場合（後記３も参照） 

    協議離婚において，子の養育事項についての両親の協議の内容が子の

利益に反するとされる場合は，家庭裁判所は両親に協議事項についての

補正を命じることができ，両親が補正命令を受け入れない場合には，裁判

所は職権で子の養育に関する事項を定めることができる（民法第８３７

条第３項）。また，養育に関する事項の協議が行われず，又は協議をする

ことができないときには，家庭裁判所は，職権又は当事者の請求により，

これらの事項を決定する（同条第４項）。 

  ② 裁判離婚の場合 

    裁判離婚においては，家庭裁判所は職権又は当事者の請求により，養育

に関する事項を定める。 

  

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 離婚時にあらかじめ紛争解決方法を決定している場合には当該決定に

従って解決する。 

  ・ 個別の紛争が生じるたびに裁判所が具体的な事案について判断するこ

とも可能である。具体的には，離婚時に定めた養育に関する事項について

紛争が生じる場合は養育に関する処分の変更請求（民法第８３７条第５

項），親権について紛争が生じる場合は親権者の変更申請（同法第９０９

条第６項）に基づいて，家庭裁判所が変更又は適切な処分をすることがで

きる。 

  ・ 家庭裁判所の家事調査官が，裁判長等の命を受け，当事者又は事件関係

人の家庭状況等の調査を行う（家事訴訟法第６条）。 
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３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子がいる場合も，協議離婚は認められている（上記１参照）。ただし，協

議離婚についても，裁判所が夫婦の離婚意思の確認をしている。 

   すなわち，協議離婚においても，離婚意思確認申請と同時又は離婚意思確

認期日13までに子の養育に関する事項（養育者，養育費，面会交流に関する

事項。以上民法第８３７条第１項，第２項）及び親権者決定に関する協議事

項を家庭裁判所に提出しなければならない（同法第８３６条の２第４項）。 

 

 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に，面会交流を含む養育事項について取決めをすることが義務

付けられている（詳細は上記１参照）。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

   ア 父母の教育 

     協議離婚の場合には，協議離婚の申請が受け付けられ，協議離婚の案

内と子女教育案内に参加した日から３か月の熟慮期間経過後に，協議

離婚意思確認期日が開かれる。家庭裁判所は，子女教育案内（父母教育）

を義務的に受けさせ，離婚後の子女教育と面会交流のために相談を受

けるように勧告している。 

   イ 面接交流センター 

     ソウル・光州・仁川の各家庭裁判所に面接交渉センターが設置され，

センターの外部専門家の相談等を通じて，葛藤を減らし，家族構成員の

自立を手助けすることとし，子が両親と面会交流をすることを確保し，

子の適応と発達を図り，福祉を向上させるようにしている。 

 

 ５ 居所指定 

   特別な規定はなく，親権の一内容に居所指定権が含まれているというこ

とに基づき転居の通知等の必要が生じる。 

   離婚後の養育者と親権者とが異なる場合において，養育者が転居をする

ときには，親権者の同意を得る又は通知を行う等の必要がある。 

   また，離婚後，両親共に親権者である場合において，養育者が転居をする

ときには，共同親権者間で協議をする必要がある。 

 

 ６ 養育費 

                                                      
13 通常は，家庭裁判所に離婚意思の確認を申請して離婚に関する案内を受けた日から１か

月経過後であるが，養育すべき子がいる場合には３か月になる。 
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  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に，養育費を含めて，子の養育に関する事項について取決めをす

ることが義務付けられている（上記１参照）。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    以下のように，様々な法律，制度が用意されている。 

   ア 養育費確保のため「養育費履行確保及び支援に関する法律」が定めら

れている。 

   イ 「養育費履行管理院」が，養育費関連の相談，養育費請求及び履行確

保等のための訴訟支援等の業務を担当している。 

   ウ 一時的養育費緊急支援制度により，養育費未払のために子の福利が

害されるおそれがある場合には，一時的に養育費の緊急支援がされる。 

 

 ７ 嫡出でない子の親権 

   父が子を認知した場合には，父母の協議で親権者を定める。その場合，単

独親権・共同親権のいずれも可能である。 
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第４ タイ14 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

  ・ 共同親権・単独親権のいずれも許容されている。 

  ・ 親権を有する者は，子の居住地の決定，しつけ及び労働の要求，子を不

法に拘束する者からの返還要求に関する権利（民商法典第１５６７条）並

びに子の財産管理権を有する（同法典第１５７１条）。共同で行使する親

権の範囲は，当事者の合意又は裁判所の決定による。 

  ・ 具体的な親権者・養育者の決定方法は，協議離婚と裁判離婚とで異なる。 

   ① 協議離婚の場合 

     親権行使に関して書面による合意を行い，合意がされない場合には，

裁判所が決定を行う（同法典第１５２０条第１項）。合意内容は，養育

者及び養育費である（同法典第１５２２条第１項）。合意がされなかっ

た場合は，裁判所が養育者及び養育費を決定する（同法典第１５２０条

第１項）。 

     親権行使は，両親間の合意に従うことになる。当該合意は各地区役場

において登記され，関係者が当該合意に従わない場合は，訴訟を通じて

解決が図られる。 

   ② 裁判離婚の場合 

     裁判所が子の幸福及び利益を考慮して，親権に関する決定を行う（同

条第２項）。少年・家庭裁判所が，調停によって，子の居住地を含めて

両親の双方を合意に導き，当該合意を踏まえて，裁判所が決定を行う。

子の養育者及び養育費の額については，裁判所が決定する（同法典第１

５２２条第２項）。 

  

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

   面会交流や養育費に争いがある場合には，次の二つの方法で対応を行う。 

  ⑴ 訴訟による解決 

   ・ 離婚時の合意又は裁判所の決定に従わない場合には，訴訟による解決

を図る（上記１参照）。 

     親権の共同行使について，両親の意見が対立する場合には，裁判所が，

当事者からの申立てにより，どちらが子の利益になるのかという観点

から判断を行う。 

   ・ 裁判官の判断を補助するような専門家・スタッフを関与させる制度は

                                                      
14 ヴィチャ・マハクン（大川謙蔵訳）「タイ家族法（２０１７－１８年版）(3)」戸籍時報

７６４号２頁以下に条文の邦訳が一部掲載されている。 
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ない。 

  ⑵ 児童保護法第３９条による解決 

    両親の一方は，社会開発・人間の安全保障省（児童の保護に関して権限

を有する機関）に通告をし，同省の職員は，（ⅰ）子に対する非合法な取

扱いをしていると疑われる親に対して，助言や警告を出すこと，（ⅱ）親

が助言や警告に従わない場合には，当該親を召喚して履行保証（a bond 

of performance）に服させ，一定の保証金を納付させること，（ⅲ）履行

保証に反して履行しない場合には，保証金を没収して，子の養育のために

他方の親に支給することができる。 

 

３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子がいる場合も，協議離婚は認められている（上記１①参照）。 

 

 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    面会交流は，「状況が適当と認められる」場合に限り認められる。面会

交流の内容について，離婚時に取決めをすることを義務付ける法律の規

定は存在しないが，実務上，離婚時に当事者間の合意又は裁判所の決定が

行われる（上記１も参照）。 

  ⑵ 面会交流の実現のための支援制度 

    公的機関による支援制度は存在しないが，合意又は裁判所の決定が守

られない場合は，訴訟による問題解決を図ったり，児童保護法第３９条に

基づき社会開発・人間の安全保障省への通告が行われたりする（上記１及

び２参照）。 

 

 ５ 居所指定 

   同居親が転居を非同居親に通知する義務等については，民商法典上の規

定は存在しないが，離婚時の当事者の合意又は裁判所の決定があれば，その

内容に従う（上記１参照）。 

  

 ６ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に取決めをすることが義務付けられている（上記１参照）。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    公的機関による支援制度は存在しないが，合意又は裁判所の決定が守

られない場合は，訴訟によって問題解決が図られたり，児童保護法第３９
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条に基づき社会開発・人間の安全保障省への通告が行われたりする（上記

１及び２参照）。 

 

 ７ 嫡出でない子の親権 

   婚外子については母が単独親権者となるが（民商法典第１５４６条），父

が子として届け出たとき，又は裁判所が父の子と認める判決をしたときに

は，父母が共同で親権を行使する（同法典第１５４７条）。 
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第５ 中国 

１ 離婚後の監護の態様 

   子に対する権限及び義務は，離婚によって変更を生じない。理論的には，

父母の離婚後も，父母が監護教育権及び財産管理権の双方を共同行使する。

父母は子の「監護者」とされ，「監護者」の責務は，被監護者を管理，教育

し，被監護者に代わり民事活動を行い，その人身権，財産権及びその他の合

法的権益を保護することとされる。 

 

 ２ 離婚後の監護についての両親の意見が対立する場合の対応 

   個別の紛争が生じるごとに，裁判所が具体的事情を考慮して判断する。 

 

３ 共同親権行使における解決困難な事項 

   子に疾病があるなど，父母双方が養育に消極的な態度である案件は，調整

が非常に困難である。 

 

４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   認められる。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    取決めをすることは義務付けられているが，離婚と取決めの先後関係

について特段の規定はない。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    父母は，社区居民委員会（地域に設置される住民による自治組織），警

察署，全国婦女連合会等の組織や機構の支援を要請することができる。 

 

 ６ 居所指定 

   転居制限はない。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

   取決めをすることは義務付けられているが，離婚と取決めの先後関係に

ついて特段の規定はない。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    父母は，社区居民委員会，警察署，全国婦女連合会等の組織や機構の支

援を要請することができる。 
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 ８ 嫡出でない子の親権 

   その父母が親権を行使する。婚外子と嫡出子とで法律上の取扱いに差異

はない。 
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第６ フィリピン 

１ 離婚後の監護の態様 

   親は，子に対する監護教育権，財産管理権及び法定代理権を有し，父母の

婚姻関係解消後も双方が親権を持ち続ける。子がどちらか一方の親と共に

生活していても，生活していない親も親権を有する。 

  

 ２ 離婚後の監護についての両親の意見が対立する場合の対応 

   基本的には父側の意見を尊重するが，裁判所が調整するケースも存在す

る。 

 

３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   認められていない。キリスト教の影響から離婚制度が存在せず，婚姻関係

を解消する制度（Annulment of marriage）しかないが，同制度には必ず裁

判所が関与する。 

 

 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に取決めをすることは義務付けられていないが，通常は裁判の

際に面会の頻度について裁判官が判断する。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    面会交流に関する公的機関の支援は特にない。ただし，虐待や育児放棄

を受けた子に関しては，社会福祉開発省職員が面会交流に関する支援を

行っている。 

 

 ５ 居所指定 

   特に制限はない。 

 

 ６ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

   義務付けられてはいない。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    公的機関からの支援はない。 
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【欧州】 

第１ イタリア15 

 １ 離婚後の親権行使の態様16 

   別居・婚姻の解消においても，両親は，親権（イタリアでは「親責任」と

いう用語が採用されているが，本報告書においては，以下においても，「親

権」と記載する。）を共同で行使する（民法第３１７条の３）。原則として，

両親の離婚後も双方に子についての義務が帰属する共同分担監護が選択さ

れる（同条第１項）。子の利益に反する場合にのみ，単独監護となる（同法

第３３７条の４第１項）。 

  ⑴ 両親の合意が必要な事項 

    子の重要な利益に関わる決定（教育，健康，子の居所の選択）について

は，両親の合意により親権を行使しなければならない（同法第３３７条の

３）。これらの事項について，両親が合意しない場合には，その決定は裁

判官に委ねられる。  

  ⑵ 単独での行使が可能な事項 

    通常の管理に関する事項が該当する。通常の管理については，裁判官は

両親が親権を各々で行使することを決定することができる（同条第３項

４文）。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

   両親が子の重要な問題について合意をすることができない場合には，い

ずれの親もより適切と考える措置を示して裁判官に訴えることができる

（民法第３１６条）。 

   その場合には，裁判官は，両親及び場合によっては子（１２歳以上の子及

びそれ以下の年齢でも判断力がある年少者）の意見聴取をし，子の利益と家

族の一体性のためにより有益と考える合意案を提示する。それでも両親の

合意が得られない場合には，裁判官はその事例に関して子の利益を配慮す

る上でより適切と考える親に決定の権限を与える。 

   裁判官は，決定が困難な場合には，専門的顧問を任命し，子の利益のため

の特別管財人を指名することができる。 

 

                                                      
15 椎名規子①「イタリア」床谷文雄＝本山敦編『親権法の比較研究』（日本評論社，２０

１４年）２０２頁以下，同②「離婚後の共同親権：イタリアと日本の法制度の比較におい

て」戸籍時報７０２号２４頁以下，同③「離婚後の共同親権―イタリアにおける共同分担

監護の原則から」法と民主主義４４７号２８頁以下。 
16 詳細は，椎名・前掲注 15）①論文２１７頁以下。 
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３ 共同親権行使における困難事項 

   判断が難しい事案としては，子の居所指定のほか，予防接種の義務，特別

な食事の提供，宗教の選択のような問題が挙げられる。重要事項と法律上明

示されている事項（訓育，教育，健康，居所の選択）については，一般的に

は問題なく決定が行われているという（民法第３３７条の３，前記１参照）。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   ２０１４年１１月１０日の法律により，「支援付きの交渉」の手続が導入

された。子の有無にかかわらず，別居や離婚の条件についての合意やその条

件の変更の合意を行うために，同手続を利用することができる。双方の弁護

士が管理をすることで，交渉が行われる。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

   ・ 民法上，裁判官は「各親と子が過ごす時間と態様，扶養，養育，訓育，

教育にそれぞれが関与する手段や方法を決定する」（民法第３７３条の

３第２項）と定められている。判例上は，通常の家庭生活に干渉せず，

子の監護が認められた親の下で年少者の居住を維持することができる

という留保の下，非監護親と子の面会交流が認められるとされている。 

   ・ 両親は，別居，離婚又は同居の終了時に，面会交流について取決めを

することが義務付けられている。その内容は，当事者の合意によるが，

当事者が合意をしない場合には，裁判所が決定する（同条）。当事者の

合意についても，裁判官が，当該合意が子の利益を害さないかを審査し，

子の利益を害さない限り，両親の合意を認可する。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    両親への支援講習，家族への仲裁，家族セラピー等の制度が存在し，両

親がこれらの制度を選択することができる。 

 

 ６ 居所指定 

   未成年者の居所は，両親の別居・離婚の際にも，両親の合意の下に決定さ

れなければならない（民法第３３７条の３第３項）。合意が得られない場合

には，裁判官に判断が委ねられる（上記２も参照）。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に養育費の支払について取決めをすることは義務付けられてい



 

34 
 

ない。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    養育費の不履行を防止するために，不履行の危険がある場合には，親に

人的・物的保証を供与する義務を負わせている（民法第１５６条第４項，

履行法第８条第１項）。 

  

 ８ 嫡出でない子の親権 

   嫡出でない子についても，認知がされれば，両親が共同で親権を行使する

こととなる。 
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第２ イギリス（イングランド及びウェールズ） 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

  ・ 離婚後も，両親のそれぞれが，子に対して親権（イギリスでは親責任

（parental responsibilities）という用語が採用されているが，本報告

書においては，以下においても，「親権」と記載する。）を行使する。なお，

親権を有する者は，原則として，それぞれ単独でその親権を行使すること

ができる。 

  ・ 両親は，離婚時に，子が誰と住むか，子が誰といつ一緒に過ごすか，子

の養育に関する経済的な負担等，親権の行使の具体的な方法について，調

整又は取決めをする。この調整又は取決めは，①両親の合意によってする

ことができるが，合意が成立しない場合には，②調停による調整が行われ

（２０１４年子及び家族法第１０条），③調停が成立しない場合には，両

親は，裁判所に，子に関する取決決定の申立てをする（１９８９年児童法

第８条）。なお，裁判所は，両親の合意を促し，これにより両親間におい

て合意に達し，かつ，当該合意内容が子の福祉にとって問題がないと認め

られる場合には，手続を中止する。 

  ・ 子に関する取決決定においては，子が誰と住むか，子が誰といつ一緒に

過ごすか，誰といつ面会するのかについて定められる。そのほか，裁判所

は，申立てにより，親権の行使に際して生じた又は生じ得る特定の事項

（子の氏の変更等）に関する決定や禁止措置決定をすることができる。 

  ・ 決定においては，子の意思・意見，子の身体的・心情的・教育的な必要

性，環境の変化が子にもたらす影響，子の年齢・性別・性格・生育環境，

子への危険性，子の要求に対する親の適応能力，裁判所の決定の実効性等

が考慮される（同法第１条(3)）。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 親権の行使について争いがある場合には，裁判所が決定をする（上記１

参照）。 

  ・ 裁判官は，決定の審理に際して，証拠に基づく事実認定をするが，その

際に証拠書類だけでなく，証人尋問が行われる。証人尋問は医師や心理学

者，教育学者等の専門家証人によって行われることもある。 

  ・ 子の福祉に関するサービス（子の福祉の促進，裁判所への情報提供，当

事者に対する手続に関する助言等）を提供するＣＡＦＣＡＳＳ（Children 

and Family Court Advisory and Support Services，司法省が所管する

政府外公共機関）が，子や家庭に関する手続についての助言や支援をする。

裁判所は，ＣＡＦＣＡＳＳの職員に対して，子に関する調査及び報告を命
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じ，その報告内容を参考にして決定をすることもできる。 

  ・ なお，両親間での取決めや裁判所の決定に対して，両親の一方が従わな

い場合は，裁判所に対して執行命令の申立てをすることができる。執行命

令に従わないと，合理的な理由を説明しない限り，法廷侮辱罪に問われ得

る。 

 

 ３ 共同親権行使における困難事項 

  ・ 例えば，子をどこの学校に通学させるかという問題があり得る。 

  ・ その他，一般的に，判断が困難で，決定までに時間がかかる案件として

は，①医療記録や警察記録の入手が必要となる事案17，②争点が複数あり

証拠量が膨大な事案，③国際的な要素を含む事案が挙げられている。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   未成年の子の有無にかかわらず，協議離婚は認められず，裁判所の決定が

必要である（１９７３年婚姻事件法第１条）。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    面会交流は認められているが，判例上，親の権利ではなく，子の権利と

されている。両親は離婚後も親権を保持していることから，親の責務の一

環として，子と面会交流をすることになる。面会交流は，離婚の合意又は

裁判所による子に関する取決決定に従って行われることになる（決定方

法については，上記１及び２参照）。なお，離婚時に面会交流について取

決めをすることは義務付けられていない18。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

   ・ 両親間の対立が激しい，交流が断絶している等，何らかの理由で，両

親が子との面会交流を実行することができない場合には，ＣＡＦＣＡ

ＳＳの家庭裁判所アドバイザーが提供するＣＣＩｓ（Child Contact 

Interventions）を利用することができる。ＣＣＩｓは，担当者による

監督の下，面会センターで子との面会を実施したり，両親に対して将来

の面会交流の調整を促したりする。 

                                                      
17 これらの情報は，個人情報保護の観点から，裁判所による命令がないと入手することが

できず，入手まで相当の期間を要する。 
18 １９７３年婚姻事件法においては，離婚時に，子の福祉に関する取決めがされていない

限り，離婚判決をすることができないとされていたが，２０１４年に当該条文が削除され

た。 
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   ・ また，面会交流の取決決定に従わないことは，法廷侮辱罪に該当し得

る（上記２参照）。 

 

 ６ 居所指定 

   親権を有する者は，原則として，他の親権者の同意なく親権を行使するこ

とができる（上記１参照）。したがって，子の監護教育のために，子と共に

転居することについて，他の親権者から同意を得る必要はない。ただし，子

を外国に連れて行く場合には，法律上，親権者全員から同意を得なければな

らない（１９８４年児童誘拐法第１条）。もっとも，１か月以内の旅行であ

れば，子と同居する親は，他の親権者の同意なく子を外国に連れて行くこと

ができる。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に養育費の支払について取決めをすることは義務付けられてい

ない19。 

    養育費の決定方法としては，両親間で合意する，公的行政機関のスキー

ムを利用する，又は裁判所の命令を取得するという三つの方法がある。公

的行政機関によるサービスは以下の三つのものがある。 

   ア 養育費算定のための計算式の提供 

     子の人数，受給している手当，収入等必要事項を入力することで，養

育費の額を自動で計算することができる計算式が提供されている。こ

れにより，両親は養育費の額についての目安を知ることができ，目安に

基づき養育費の取決めを行うことが可能になる。 

   イ ＣＭＯによる情報提供 

     ＣＭＯ（Child Maintenance Option）という行政機関において，養育

費の取決めに必要な情報提供等を行い，両親間の合意を促す。 

   ウ ＣＭＳの利用（合意が成立しない場合） 

     ＣＭＳ（Child Maintenance Service）が，養育費の取決めのみなら

ず，所在不明となった親の探索，養育費の支払に関する法的執行力の付

与，徴収，養育費の見直し，養育費の不払への対処等を行っている。た

だし，同サービスの利用には，利用料がかかることから，政府としては，

ＣＭＳの利用よりも，両親の合意による養育費の取決め及びその自主

                                                      
19 １９７３年婚姻事件法においては，離婚時に，子の福祉に関する取決めがされていない

限り，離婚判決をすることができないとされていたが，２０１４年に当該条文が削除され

た。 
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的な支払又は直接徴収による方法を利用することが望ましいとしてい

る。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    上記⑴ウのＣＭＳが，養育費徴収のためにも用いられる。 

 

 ８ 嫡出でない子の親権 

   一定の事情がある場合20には，父親にも親権が認められる（１９８９年児

童法第２条（2））。 

  

                                                      
20 ①母と共に子の出生登録をして出生証明書に父としてその名が記載された者，②親権取

得に係る母の同意を得た者，③裁判所による親権命令を得た者，④子に関する取決決定に

おいて子と同居する者としてその名が挙げられている者，⑤子の親権者死亡後に後見人と

なった者。 
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第３ オランダ 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

   両親は，離婚後も共同して親権を行使することが原則である（民法第２５

１条第２項）。単独親権にするためには，両親の一方又は双方の申立てに基

づく裁判所の決定が必要であるが，厳格な規定が存在する（同条ａ）21。 

 

２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 両親の一方又は双方の申立てに基づき，地方裁判所において決定がされ

る（民法第２５３条ａ）。地方裁判所は，親権の行使に関する調整をする

ことも可能である。具体的には，子の監護及び養育義務を各親に分配する

こと，子の最善の利益に資する場合には一方の親との接触を一時的に禁

じることなどができる（同条ａ第２項参照）。 

  ・ 裁判所は上記決定の前に，両親に和解勧試をすることも可能である。ま

た，和解が不可能な場合には，裁判所の職権又は両親の申立てに基づき，

子の利益に反しない限り，法的な強制措置を課すか，又は裁判所の命令が

即時の効力を有する旨の決定をすることができる（同条ａ第５項）。 

  ・ 裁判所は，子の保護のための関係機関であるＣＰＡ（Child Protection 

Agency）に追加の調査を求めることもできる。 

 

 ３ 共同親権行使における困難事項 

   子の居所に関する紛争が典型例である。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   未成年の子の有無にかかわらず，当事者の合意のみの協議離婚は認めら

れず，離婚は常に裁判所においてされる。離婚時に子がいる場合には，離婚

請求は，養育計画(parental plan）の提出と共にされなければならない。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    面会交流の具体的な内容は，養育計画（上記４参照）において定めるこ

とが必要であり（民法第８１５条第３項ａ），離婚時に取決めをすること

が義務付けられている。 

                                                      
21 ①両親の間に挟まれて子が迷い又は身動きが取れなくなるおそれがあり，その状態が近

いうちに十分に改善されることを期待することができないとき，又は②子の最善の利益に

照らして親権者の変更が必要なときにのみ単独親権とされる（民法第２５１条ａ第１項）。 
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  ⑵ 面会交流の支援制度 

   ・ 面会交流に何らかの妨害があった場合には，面会は監督下に置かれ得

る。オランダには，面会交流・調整を監督する組織（通称「Contact-

houses」）が複数あり，面会交流を一時的に監督している。 

     また，面会交流に障害が生じた場合には，当事者は，仲裁等のＡＤＲ

を通じて，現在及び将来の障害を取り除くことができる。 

     これらの手続は，当事者の任意又は社会福祉士（social worker），医

師，法律家若しくは Youth Care Office の助言に従ってされる。裁判

官も仲裁手続を活用することができる。 

   ・ ＣＰＡは，裁判官の求めにより面会交流を再開するための助言等を行

わなければならない。 

   ・ 裁判官は，面会交流の障害が事実上のものであるのか，又は両親の紛

争によるものであるかを審査するため，試行的な面会交流をさせるこ

とできる。 

 

 ６ 居所指定 

   同居親が子と共に居所を変更しようとする場合には，他方の親の同意を

得る必要がある。同意が得られない場合には，裁判所に判断が委ねられる。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    養育費については，養育計画（上記４参照）において定めることが必要

であり（民法第８１５条第３項ｃ），両親は離婚時に取決めをすることを

義務付けられているといえる。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    子の養育費が，過去６か月間において１度も支払われない場合には，子

等の申立てに基づき，国家養育費徴収庁（National Maintenance 

Collection Agency）により，養育費の回収に向けた手続が進められる（同

法第４０８条参照）。 

    具体的には，養育費支払義務者に対しては，支払が未了であり支払額が

増額となる旨の通知が発せられ，通知から１４日が経過した後に養育費

の回収が執行される(同条第５項）。 

 

 ８ 嫡出でない子の親権 

   子を認知した者が子の母と共に裁判所に対して親権に関する申出をした

場合に，当該者も共同で親権を行使することとなる（民法第２５２条，第２
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５３条ｂ，第２５３条ｃ参照）。 
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第４ スイス22 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

  ・ 別居時・離婚後も共同親権を原則とし，単独親権は例外となる（民法第

２９６条第２項）。単独親権となるのは，子の幸福を確保する上で必要な

場合に限定される（同法第２９８条第１項，第２９８条ｂ第２項，第２９

８条ｃ）。共同親権を有する親が別居する場合には，養育について決定す

る必要があり，単独養育又は交互養育が行われる。 

  ・ 親権の内容である子の居所の決定，扶養・養育の実施，第三者に対する

子の代理，子の財産管理の全てが共同親権の対象となる。基本的には，全

ての内容を両親が共同で決定することが必要であるが，両親が別居して

おり，話合いをすることが難しい場合には，子を養育する一方の親が単独

で，必要な又は急を要する事項について決定し，他方の親が合理的な異議

を申し立てないことをもって有効とする措置が認められている（同法第

３０１条第１項）。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 子の養育をめぐり両親の意見が対立し，子の幸福が脅かされる場合には，

裁判所は，離婚調停又は離婚判決の変更手続において，子の保護措置を講

じることができる。 

  ・ なお，裁判所は，離婚調停において決定を下す際に専門家に鑑定を求め

ることができる。児童保護所が担当するケースにおいても同様である。 

 

 ３ 共同親権行使における困難事項 

   子の信仰上の教育について両親の考えが一致しない場合が該当する。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

  ・ 未成年の子の有無にかかわらず，協議離婚は認められておらず，裁判手

続が必要である。夫婦が合意に基づいて離婚を望む場合も，裁判所の承認

が必要であり，裁判所は，当該合意が自由意思に基づき，熟考及び子の扱

いに関する合意を経て承認可能となることを説諭する必要がある（民法

第１１１条）。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

                                                      
22 条文訳は，松倉耕作「共同配慮権とスイス新法」名城ロースクール・レビュー３１号１

４５頁以下参照。 
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   ・ 面会交流の方式については，離婚手続において，裁判所によって決定

される（民法第１３３条）。 

      ・ もっとも，面会交流が子の福祉を制約する場合には，両親は，両親間

の合意に基づく裁判所の決定に拘束されない（ただし，当該決定に法的

拘束力がなく，実現性が確保されない場合に限られる。)。一方の親が

他方の親の意思に反して面会交流に関する新たな決定を求める場合に

は，児童保護所が申請に基づいて決定する(同法第２７５条第１項)。 

      ・ 面会交流が子の幸福を阻害する場合には，児童保護所は，両親に対し

て警告又は指導を行うことができる。また，児童保護所は，面会交流の

適切な実施のために後見人を任命することができ（同法第３０８条第

２項），面会交流権を制限，拒否又は剥奪することもできる（同法第２

７３条第２項，第２７４条第２項）。 

  

  ⑵ 面会交流の支援制度 

   ア 民間又は公共の機関により，両親のための教育コースが提供される。 

   イ 両親は児童保護所に支援を求めることもできる。面会交流の実施や

不実施が子に否定的に作用する場合には，児童保護所は両親や子に対

して警告又は指導をすることができる(同法第２７３条第２項，上記⑴

参照)。 

   ウ 裁判所や児童保護所が，立会人を付した面会交流等，特別な方式を命

じることも可能である。裁判所又は児童保護所は，立会人を任命するこ

とができ(同法第３０８条)，同制度の枠内で民間の機関が立会人や面

会場所を提供することもできる23。 

 

 ６ 居所指定 

   居所指定権は親権の一内容であることから（民法第３０１条ａ第１項），

共同親権下においては，一方の親が，子の居住地を外国等，他方の親による

面会交流の実施に著しい影響を及ぼす場所に変更したい場合には，他方の

親の同意を要する(同条 a 第２項)。他方の親が同意しない場合には，裁判

所又は児童保護所が決定を行う。 

   なお，一方の親が(親権を喪失することなく)居住地決定権を喪失する場

合，又は親権を有しない場合には，当該親による同意及び裁判所・児童保護

                                                      
23 なお，面会交流の実施が親の経済力に依存してはならないとの観点から，面会権を有す

る親に支払能力がない場合には，一般的に州や自治体が費用について負担することが可能

である。面会に要する費用負担を含む支援については，州及び自治体の権能に属し，連邦

法による規律は存在しない。 
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所による決定は不要であるが，当該親に対し，適時に居住地の変更の通知を

することは必要である(同条 a 第３項)。 

 

 ７ 養育費（養育費支払実現のための制度・援助） 

  ⑴ 行政による支援措置 

    養育費の支払義務を負う親が当該義務を履行しない場合には，州法が

指定する部局が，子又は他方の親の要請に基づき，適切な方法により無償

で義務の履行を支援する(民法第２９０条第１項)。 

  ⑵ 司法による支援措置 

    両親又はそのいずれか一方が義務を怠る，逃避を企図する，又は財産を

浪費する場合には，裁判所は，当該親の債務者(雇用者など)に対し，支払

の全部又は一部を子の代理人に対して直接支払うことを命令することが

できる(同法第２９１条)。 

 

 ８ 嫡出でない子の親権 

   父が子を認知する場合には，両親による宣言に基づき，共同親権が発生す

る（民法第２９８条 a 第１項）。裁判により父子関係が確定する場合には，

当該裁判と同時に共同親権が発生する（同法第２９８条１ｃ）。 
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第５ スウェーデン24 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

  ・ 離婚後も，両親が合意をすれば，親権を共同行使するものとすることが

できる。 

  ・ 両親が親権を共同行使する旨の合意をしない場合は，①裁判所に決定を

求めて申立てをするか，②両親のそれぞれが親権を保持したまま，親権の

行使について争いが生じたときは両親の合意により解決することになる。 

    ①裁判所が決定をする場合には，両親が合意可能な解決を追求するこ

とが目的とされ，子の最善の利益が最も重視される。両親との緊密で良好

な交流のための子のニーズに対する特別の注意が必要とされ，両親の一

方が他方の親と子との交流をどの程度認めるかということも考慮しなけ

ればならない。 

    ②両親の合意による解決を図る場合には，社会福祉委員会が当該合意

を承認する必要がある。社会福祉委員会の承認がされた場合には当該合

意は法的拘束力を有するため，合意は両親の署名の付された書面により

作成されなければならない。なお，社会福祉委員会は，合意された内容が

子の最善の利益にかなうものである場合，又は合意が共同親権を目的と

するときにはこれが明らかに子の最善の利益と相いれないものでない場

合には，その合意を承認しなければならない。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 上記１①②も参照。 

  ・ 共同親権は，両親が対立せずに子に関する問題の解決に協力することを

前提としていることから，裁判所は，両親の協力能力を特に考慮しなけれ

ばならない。 

  ・ 裁判所は，決定以前に親権，居住地及び連絡先に関する問題が適切に調

査されていることを確認しなければならない。また，裁判所は，社会福祉

委員会に対し，必要な情報の提出の機会を与えなければならず，また，社

会福祉委員会に対して調査を指示することができる。社会福祉委員会は，

通常，子及び親の両者と面接を実施する。 

 

 ３ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   いかなる場合も協議離婚は認められておらず，裁判手続が必要である。 

                                                      
24 千葉華月「北欧法」床谷文雄＝本山敦編『親権法の比較研究』（日本評論社，２０１４

年）２５４頁以下，髙橋睦子「面会交流と子どもの最善の利益」法律時報８５巻４号６３

頁以下。 
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 ４ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

   ・ 面会交流は認められているが，離婚時に面会交流について取決めをす

ることは義務付けられていない。 

   ・ 面会交流は，子の利益及びニーズに基づき，その具体的内容が決定さ

れる。面会交流は親についての無制限の権利というわけではなく，非同

居親は，子のニーズを確実に充足する責任を負う。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    裁判手続前又は裁判手続中の支援と，裁判手続終了後の面会交流が円

滑に実施されることが目指されている。 

   ア 裁判手続前・裁判手続中の支援措置 

     社会福祉委員会が，裁判手続前又は手続中に両親間の協力のための

協議を打診する。この協議は専門家の指導の下で実施され，親権，居住

地及び連絡先（交流）に関する問題について合意することを目的として

いる。地方公共団体は，両親間の協力のための協議を無料で実施する責

任を負う。 

   イ 裁判所の決定 

     裁判所は，面会交流について，社会福祉委員会により任命された者が

支援しなければならないと決定することができる。また，面会交流は両

親にとって中立的な場所で実施されなければならないと決定すること

もできる。 

 

 ５ 居所指定 

   親権の単独行使が採用されている場合には，親権者が子と共に転居をす

るに当たり他方の親の同意が必要であるという法的制限はない。ただし，い

ずれの親も，子が他方の親と交流するニーズを確実に充足する責任がある

ことには注意が必要である25。 

   他方で，親権の共同行使が採用されている場合には，同居親が子と共に転

居をするに当たり非同居親の同意が必要である。 

 

 ６ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

   ・ 離婚時に養育費について取決めをすることは義務付けられていない。 

                                                      
25 例えば，親権者は，子が交流する権利を有する他方の親と交流するための交通費を支払

う義務が法に規定されている。 
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   ・ 両親の離婚後に，子がいずれの親ともほぼ同程度に緊密に生活する場

合には，いずれの親も養育費を支払う必要はなく，いずれかの親が他の

親よりも子とより緊密に生活する場合には，各親は養育費の金額につ

いて合意することができる。その金額については，裁判所が決定するこ

ともできる。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    養育費支払実現のための直接的な制度というわけではないが，両親の

一方が養育費を支払わない場合には，保護費（親が低所得である場合に，

子が国から受領し得る費用）が同居親に支払われることもある。この場合

には，国は養育費を支払わない非同居親に対し，保護費分を求償すること

ができる。 

 

 ７ 嫡出でない子の親権 

   両親は，社会福祉委員会又は税務当局への共同の申請により登録されれ

ば，嫡出でない子について，親権を共同行使することができる。母が親権の

共同行使に同意しない場合に，子の父が母による親権行使の在り方を争う

ためには，裁判所に申立てをしなければならない。 
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第６ スペイン 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

   両親はいずれも，離婚後も親権を有することができる（民法第９２条第１

項）。ただし，子の利益を考慮して，当事者の合意又は裁判所の決定により，

単独親権とすることもできる（同条第４項）。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 民法第１５６条により，以下のように定められている。 

   ① 両親の意見が一致しない場合には，両親のいずれも裁判所に訴える

ことができ，裁判官は，両親のいずれか一方に決定権限を付与する。 

   ② 両親間の意見の不一致が繰り返される場合又は親権の行使が重大に

遅延される事由が存在する場合には，裁判官は，両親のいずれか一方に

親権の全部又は一部の行使を認めるか，又は両親のそれぞれに行使す

べき親権を分配することができる。このような措置の有効性は，裁判官

が定める期間内に限られ，また，当該期間は２年を超えることができな

い。 

  ・ 裁判官の判断を補助するために，裁判官は，「自己の権限で又は父母の

一方の要請により，適切な資質を有する専門家に対し，親権の行使の態様

の適切性及び未成年の子の監護の態様に関する見解を求めることができ

る。」（民法第９２条第９項） 

 

 ３ 共同親権行使における困難事項 

   学校の選定，洗礼等の宗教儀式，特別な出費等が該当する。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   我が国のような協議離婚は認められず，裁判所が関与し，夫婦間の離婚協

定を裁判官が承認するという形で離婚が認められる。当該手続は未成年の

子がいる場合にも認められる。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    面会交流の内容について，離婚時に取決めをすることは義務付けられ

ていない。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    州や市が「家族支援センター」を通じて支援を実施している。 
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 ６ 居所指定 

   転居は，親権の行使に影響することから，他方の親の同意が必要となり，

同意が得られない場合は，裁判官の判断に委ねられる。また，裁判官は子の

居住地の変更前に，当該変更を阻止する決定を行うことができる（民法第１

５８条）。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に養育費について取決めをすることは義務付けられていない。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    州や市が「家族支援センター」を通じて支援を実施している。 

 

 ８ 嫡出でない子の親権 

   認知等により法的な親子関係が確定した場合には，確定した親が親権を

行使することになる（民法第１０８条，第１２０条）。 
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第７ ドイツ 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

  ・ 両親は離婚後も親権（ドイツでは「親の配慮」という用語が採用されて

いるが，本報告書においては，以下においても，「親権」と記載する。）を

共同で行使することが原則であり（民法典第１６８７条），一定の場合に，

単独親権とすることが認められている。具体的には，両親間の協議により，

一方の親への権限委譲を行うことができる。協議が調わない場合は，申立

てに基づき，家庭裁判所が決定する。権限委譲は，親の一方が同意してお

り，かつ１４歳以上の子が反対していない場合，又は共同親権の終了や申

立人への委譲が子の福祉にかなうと期待される場合に認められる（同法

典第１６７１条第１項）。 

  ・ 共同親権の場合には，子にとって著しく重要な事柄26の決定には両親の

合意が必要である（同法典第１６８７条第１項第１文）。子の日常生活に

関する事柄については，同居親が単独で決定する権限を有する（同項第２

文）。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 子にとって著しく重要な事柄について両親間で合意に至らない場合に

は，家庭裁判所は，両親の一方の申立てに基づき，両親のいずれか一方に

決定を委ねることができる（民法典第１６２８条）。この場合には，それ

ぞれの親の子に対する権利及び義務の適切な行使のため，親の一方は他

方に対して情報を要求することができる（同法第１６８６条）。 

  ・ 両親が離婚（別居）をする際は，子の将来の養育，教育，監督をいかに

保証するかについて合意しなければならないが，その際，例えば，子の居

所について合意をすることができない場合には，両親は，いずれも自己に

親権の全部又は一部，例えば子の居所指定権を自己に委譲するよう申し

立てることができる（同法第１６７１条）。この申立ては，共同親権の終

了や申立人への居所指定権の委譲が子の福祉にかなうと期待される場合

に認められる（同条第１項）。 

  ・ 裁判所は判断の際に，少年局から意見を聴取し，また，専門家の支援を

受けることができる。 

    少年局は，子に対する保護が問題となる事案の全てにおいて家庭裁判

所を支援する。少年局の使命は，子の置かれた状況の改善への寄与であり，

                                                      
26 子にとって著しく重要な事項としては，居所指定，子の教育に関する根本的な問題，施

設・学校の選択，選択した学校教育の中断又は変更，職業教育の終了など，また，重大な

合併症や副作用の危険がある医療的措置の決定が挙げられる。 
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提供可能なサービスに係る情報を提供し，子の成長のための教育的・社会

的観点を示し，また，様々な可能性を指摘する。 

    裁判所は，鑑定を命じることもできる（家庭事件及び非訟事件の手続に

関する法律第１６３条）。鑑定は適切な専門家により行われる必要があり，

専門家は少なくとも心理学，心理療法，児童・少年精神学，精神学，医学，

教育学，社会教育学の職業資格を有するべきものとされる。 

 

 ３ 共同親権行使における困難事項 

   困難事案としては，子の居所指定をめぐる問題が挙げられる（上記２参

照）。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子の有無にかかわらず，離婚は夫婦の一方又は双方からの申立てに基づ

く裁判所の決定によってのみ行われる（民法典第１５６４条）。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に面会交流の内容について取決めをすることは義務付けられて

いない。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

   ア 両親への援助 

     別居・離婚した両親は，予防的な家族関係相談，パートナー関係紛争

相談を求めることができる（社会法典第８編第１７条第１項）。援助人

は，両親が子を保護する責任を遵守することができるように支援をす

るところ，これには面会交流の調整も含まれる。 

     また，両親は，面会交流の実施について，少年局又は民間機関の助言

や支援を受けることができる。支援としては，面会交流の取決めの仲介，

実施の仲介，又は面会交流の際の付添いを受けることができる。 

   イ 子への援助 

     子は，面会交流の実施に際し，少年局又は民間機関の助言・支援を受

けることができる（同法典第１８条第３項第１文）。子は，この支援を

年齢や発達段階に応じて受けることができる。 

 

 ６ 居所指定 

  ・ 子の転居は，子にとって著しく重要な事項に該当し，両親の合意がなけ

れば認められない（民法典第１６８７条第１項第１文，上記１参照）。た
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だし，子の生活が専ら両親の一方の家計に基づいて形成されている場合

には，当該親は，共同親権を有する他方の親の同意がなくても，都市の管

轄区域内では転居することができる。また，単独親権の場合又は居所指定

権を単独で行使可能な場合には，他方の親の同意は不要である。 

  ・ 子の転居について両親間で合意に至らない場合には，少年局に助言・支

援を求めることができる（社会法典第第８編，上記５も参照）。 

  ・ 仮に少年局の援助によっても両親が合意に至らない場合には，両親はい

ずれも，家庭裁判所に対し，自己に当該転居の決定権限を委譲するよう

（同法第１６２８条），又は必要と認められるときは居所指定権の委譲を

申し立てることができる（同法第１６７１条第１項）。裁判所はこうした

申立てについての判断に際して，現実の状況及び関係者の正当な利益等

を考慮し，子の福祉にとって最適な決定を行う（同法第１６９７条ａ）。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に養育費について取決めをすることは義務付けられていない。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    少年局による広範な援助が存在する（少年局については，上記２及び５

⑵も参照）。 

   ア 養育費の金額決定や，対話を通じた関係者間の合意形成を対象とす

る。 

   イ 養育費に争いが生じた場合には，援助人は養育費をめぐる裁判手続

において子を代理する。 

   ウ 養育費支払義務者が義務を履行しない場合には，強制執行（例えば賃

金差押え）についても援助が行われる。 

   エ 裁判上認められた養育費請求権が変更されるべき場合にも，援助は

行われる。養育費支払義務者の収入額が変化した場合には，援助人は子

の福祉のため，養育費の金額引上げを求め，又は支払義務を負う親から

の養育費の金額引下げ要求に対して，子を代理して対応する。 

    なお，援助人は少年局により提供されるボランティアであり，サービス

は無償である。 

 

 ８ 嫡出でない子の親権 

   原則として母の単独親権であるが，両親が共同で親権を行使することを

希望する旨を表明したとき，両親が婚姻したとき，又は家庭裁判所が両親に

親権を委譲するときに共同親権となる。 
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第８ フランス 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

   離婚後も原則として両親が共同して親権を行使する（民法典第３７３－

２条第１項）。例外として，子の利益に必要な場合には，家事事件裁判官は，

離婚後の親権行使を両親の一方に委ねることができる（同法典第３７３－

２－１条第１項）。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 親権行使について両親が合意しない場合には，両親の一方又は検察官は，

家事事件裁判官に申立てをすることができ，裁判官は親権行使の態様に

ついて決定することができる（民法典第３７３－２－８条）。裁判官は，

当事者を勧解させるように努めるほか（同法典第３７３－２－１０条第

１項），両親に調停を提案し，両親の同意を得て家事調停者を指名するこ

とができる（同条第２項）。 

  ・ 裁判官の判断への専門家の関与としては，以下の二つが挙げられる。家

事調停者が指名された場合には，家事調停者が必要に応じて両親と面会

し，両親に対し，調停の目的や進行について情報提供を行う（同条第３項）。

家事調停者は，両親と面会し，その議論に参加することで，両親が合意に

基づいて親権行使を行うことができるようにするための役割を担う。 

    裁判官は，社会調査官に対して，家族状況，生育・育成状況に関する情

報を調査する社会調査を命じることができる（同法典第３７３－２－１

１条第５号，第３７３－２－１２条）。社会調査官は，近隣住民や通学先

の学校に照会するなどして必要な情報収集を行う。 

 

 ３ 共同親権行使における困難事項 

   個別の事案によるが，居所の形態のほか，子の教育方針が該当する。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   未成年の子がいても，一定の要件を満たせば協議離婚が認められる。 

   ２０１５年の法律により，協議離婚（相互同意離婚）が広く認められるこ

とになった。両親は，裁判官による聴聞を受ける権利について通知を受けて

いた子が当該聴聞を求めた場合を除き，協議離婚を行うことができる（民法

典第２２９条，第２２９－２条第１号，第３８８－１条）。なお，協議離婚

といっても，裁判所が関与しないということであり，弁護士の連署又は公証

人による原本証明を経た私署証書による必要があり，法律の専門家の関与

はある。 
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 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に面会交流の態様について取決めをすることが法的に義務付け

られているわけではないが，両親は離婚時に面会交流の態様について合

意し，家事事件裁判官がこれを認可することができる（民法典第２８６条，

第３７３－２－７条）。また，両親の一方又は検察官の申立てに基づき，

裁判によって定めることもできる（同法典第３７３－２－８条）。さらに，

両親が合意をせず，子の居所が両親の一方の住所に定められたときは，家

事事件裁判官は，面会交流の態様について定める（同法典第３７３－２－

９条第３項）。仮に単独親権となっても，親権を有しない親による訪問権

及び（子を）宿泊させる権利の行使は，重大な事由による場合を除き，他

方の親には拒否され得ないとされている（同法典第３７３－２－１条第

１項）。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

   ・ 面会交流の態様について争いがある場合には，裁判官は，両親の合意

を促し，また，両親の同意を得て家事調停者を指名することができる

（上記２も参照）。 

   ・ 裁判官は，面会場における訪問権の行使を定めることができる（同条

第３項）。面会場は，臨床心理学者，家族臨床医，ソーシャルワーカー

等によって設けられ，訪問権の行使に際し，子を保護し，両親に安心感

を与え，自立し，かつバランスのとれた関係を築くための場所である。 

   ・ 子の利益に鑑み必要な場合又は他方の親への子の直接引渡しに危険

がある場合には，裁判官は，子の引渡しが面会場において，又は信頼で

きる第三者若しくは資格を有する法人の代表者の援助を受けてされる

べきことを定めることができる（同条第４項）。 

 

 ６ 居所指定 

   離婚した両親の一方は，親権の行使の態様を変更するような住所変更を

する場合には，事前かつ適時に他方の親に対して通知をしなければならな

い（民法典第３７３－２条第４項）。 

 

 ７ 養育費（扶養定期金） 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に扶養定期金について取決めをすることが法的に義務付けられ

ているわけではないが，両親は離婚時に扶養定期金について合意し，家事
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事件裁判官がこれを認可することができる（民法典第２８６条，第３７３

－２－７条）。また，扶養定期金については，両親の一方又は検察官の申

立てに基づいて裁判によって定めることができる（同法典第３７３－２

－８条）。決定における家事調停者の援助等は，面会交流の場合と同様で

ある。 

 

  ⑵ 扶養定期金支払実現のための制度・援助 

   ・ 扶養定期金の債権者は，扶養定期金の直接弁済手続により，金額が確

定し，かつ，期限が到来した債務を負う第三債務者に対して，その定期

金を直接取り立てることができる（民事執行法典Ｌ１３－１条）。 

   ・ 債権者は，直接弁済手続等の他の私法上の執行手続を試みたにもかか

わらず扶養定期金の全部又は一部を得られなかった場合には，扶養定

期金の公的取立制度を利用することにより，債権者に代わり国庫の公

会計官をして執行力を有する判決等によって定められた扶養定期金の

取立てを行わせることができる（扶養定期金の公的取立てに関する１

９７５年７月１１日の法律７５－６１８号）。 

 

 ８ 嫡出でない子の親権 

   父子関係が成立すれば，原則として両親の共同親権となるが，親子関係の

成立が子の出生から１年以上経過した後である場合などは，単独親権とな

る（民法典第３７３条第２項）。ただし，この場合も，父母の共同の申立て

又は家事事件裁判官の決定に基づき，共同親権が認められる（同条第３項）。 
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第９ ロシア 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

   離婚後も両親が共同で親権を行使する。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

   子の養育に関する問題を裁判所が決定する際，後見・保佐機関が裁判官の

判断を補助する役割を担っている。同機関は事件に参加し，当事者の生活状

況を調査し，紛争内容に関する意見を裁判所に提出する義務を負う（家族法

典第７８条）（後記４も参照）。 

 

 ３ 共同親権行使における困難事項 

   夫婦が話合いを拒否している事案や，今までの主な監護者の認定が困難

な事案では，判断が難しいとされている。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   未成年の子がいる場合は，協議離婚は認められず，離婚は裁判手続で行わ

れる(家族法典第２１条)。 

   離婚裁判において，親権に関する取決めも調整・決定されるが，大多数の

事案においては，事前に夫婦間で協議・合意の上，書面での取決めが行われ

ている。仮に親権に関する紛争が離婚裁判で解決されない場合には，後見・

保佐機関の関与も得て，子の利益に係る個別的な裁判手続が行われる。 

 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

    離婚時に面会交流について取決めをすることは義務付けられていない

が，取決めを行っていれば，離婚裁判の審理に際し，裁判所に提出するこ

とができる（家族法典第２４条）。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    面会交流に限らず，取決め事項や法的に決定された事項が実現されな

い場合には，裁判実施前に裁判所職員（執達吏）が不履行者に対し，不履

行によりもたらされる具体的な不利益（裁判所が強制執行を含む不利な

決定を下す可能性の示唆）を説くなどして，履行することの重要性につき

説明を行う。 

 

 ６ 居所指定 
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   同居親が転居する場合に他方の親の同意を要するなど，何らかの制限を

規定している法律はない。ただし，実務上，両親が離婚時に取り決める親権

行使の手続についての書面（上記４参照）に，転居に関する同意事項を盛り

込み，何らかの制限や通知義務を設けるのが一般的である。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    離婚時に養育費について取決めをすることは，法的には義務付けられ

ていないが，取決めを行っていれば，離婚裁判の審理に際し，裁判所に提

出することができる（家族法典第２４条）。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    養育費について独自の制度はなく，取決め事項や法的に決定された事

項が実現されない場合の対応方法により，支払実現を図っている（詳細は

上記５⑵参照）。 

 

 ８ 嫡出でない子の親権 

   父が子を認知した場合には，父母が共同で親権を行使することになる（家

族法典第５３条）。 
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【オセアニア】 ― オーストラリア27 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

   裁判所による命令がない限り，離婚後も，両親が子に対して親権を有する

（家族法第６１Ｃ条。なお，オーストラリアでは，「親権」ではなく，「親責

任（parental responsibility）」という用語が採用されている。親責任とは，

親が子に対して有する全ての義務，責任及び権限であるが（同法第６１Ｂ

条），本報告書においては，以下においても，「親権」と記載する。）。特に，

裁判所による養育命令（parenting order）により，両親の均等な親権が定

められた場合には，両親は子の重要な長期的事項（どの学校に進むべきか，

医療上の決定等）について，協議の上，共同で決定をしなければならない（同

法第６５ＤＡＣ条）。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

  ・ 両親が子の養育について合意をすることができない場合には，裁判所は，

子の最善の利益に基づいて，養育命令を発することができる（家族法第６

０ＣＡ条）。裁判所は，子の最善の利益を考えるに当たって，①子を肉体

的及び精神的害悪から保護する必要性及び②両親双方と有意義な関係を

有することによる利益という二つの要素について優先的に考慮する（同

法第６０ＣＣ条第２項）。 

  ・ 裁判所は，原則として，両親が均等に親権を有することが子の最善の利

益であるとの推定に基づかなければならないが（同法第６１ＤＡ条），親

による家庭内暴力や子に対する虐待があると信じるについて相当の理由

がある場合は，この限りではない。 

  ・ 裁判所は，子にとって最も適切な判断をするために，子及び家族につい

ての専門性及び経験を有するソーシャルワーカーや心理学者を，家族コ

ンサルタントとして指名することができる。家族コンサルタントの中心

的な仕事は，裁判所に対して報告書を提出することである。その他，家族

コンサルタントは，当事者や裁判所に対して援助・助言を行ったり，裁判

所に証拠を提供したりすることができる。 

  ・ 裁判所は，子の専属弁護士（Independent Children’s Lawyer）を指名

することもできる。子の専属弁護士は，子の法的な代理人ではないから，

子の指示に従う必要はなく，子から独立して，子の最善の利益のために行

動をする。裁判所は，子の専属弁護士の見解を重視するという。 

                                                      
27 小川富之・宍戸育世「オーストラリア」各国の離婚後の親権制度に関する調査研究業務

報告書１２９頁以下も参照。 
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 ３ 共同親権行使における困難事項 

   両親間で子の養育について合意に至ることが一般的であり，ごく僅かな

複雑で高葛藤の事例が家庭裁判所によって扱われる。多くは，家庭内暴力や

虐待が関連するものである。 

   具体的な紛争内容は，子の転居のほか，親権の行使態様，親と子が共に過

ごす時間（面会交流も含む）についての定めが該当する。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子の有無にかかわらず，当事者の合意のみで行われる協議離婚は認めら

れず，裁判所による命令が必要である。ただし，夫婦が共同して離婚を申し

立てるのであれば，夫婦がいずれも裁判所に出頭しなくても，裁判所は，離

婚の命令を下すことができる。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

   ・ 面会交流(contact)という概念ではなく，「子と時間を共に過ごす

（spend time with）」という概念により，親と子の交流が規定されてい

る。これは親の権利ではなく義務であり，子の最善の利益のために認め

られているものである。 

   ・ 裁判所は，均等な時間配分が子の最善の利益にかなうか，又は十分か

つ重要な時間を共に過ごすことが子の最善の利益にかない，かつ，実現

可能28であるかを検討しなければならない。 

   ・ 両親は，離婚時に，子の養育，福利及び成長について合意をしなけれ

ばならず，子と共に過ごす時間も合意すべき事項に含まれる。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    政府の補助金により，裁判所を用いることなく両親が合意に達するこ

とができるようにするためのサービスが提供されている。具体的には，カ

ウンセリングや，助言，調停，面会交流サービスである。面会交流サービ

スにおいては，子にとって安全な面会交流の実現を目指し，監督付きの面

会交流を行ったり，面会交流の実現について葛藤を有する両親の援助を

行ったりする。 

 

                                                      
28 実現可能性の判断においては，両親がどの程度離れて暮らしているか，現在及び将来に

おいて両親が連絡を取る可能性，両親が困難な事項について解決することができる可能性

等が考慮要素となる（家族法第６５ＤＤＡ条第５項）。 



 

60 
 

 ６ 居所指定 

   家族法には，子の居所の変更について特別の規定は設けられていない。両

親間で子の居所の変更が問題になる場合は，子の最善の利益を第一に考慮

して判断される。 

 

 ７ 養育費 

  ⑴ 離婚時に取決めをすることが義務付けられているか 

    両親は，離婚時に，子の養育，福利及び成長について合意しなければな

らず，養育費もその合意の対象に含まれている。 

  ⑵ 養育費支払実現のための制度・援助 

    裁判所は，子の養育に関する命令を発することができる。しかしながら，

実際には，裁判所の命令よりも，１９８９年から施行されている「子の養

育費に関する枠組み（the Chilid Support Scheme）」29の方が大きな役割

を果たしている。この枠組みは，養育費の査定及び徴収を行っている。 

 

 ８ 嫡出でない子の親権 

   婚姻関係の有無にかかわらず，別段の定めがない限り，全ての親は子に対

して親権を有する。 

  

                                                      
29 子どもの養育費の登録及び徴収に関する法律及び子どもの養育費算定に関する法律。こ

れら制度の詳細については，前掲注 27）１４５頁以下に記載されている。 
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【中東・アフリカ】 

第１ サウジアラビア 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

   子が判断能力を有する年齢に達するまで（一般的に７歳程度とされてい

る）は，母が再婚するか又は不適格である場合を除いて，母の監護（custody）

が優越する。母は，シャリーア（shari’a）の原則（コーランと預言者ムハ

ンマドの言行を法源とするイスラム法）に基づいて，単独で又は裁判官が命

じる場合には父と共同で親権を行使し，教育や子の財産の管理等を行う。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

   両親が親権の行使について合意することができない場合には，子の利益

を考慮して，裁判所が決定を行う。 

   裁判官は，両親それぞれの提案やどちらがより子の利益になるかを考慮

し判断をする。児童心理学者の意見を聴くこともある。 

 

 ３ 共同親権行使における困難事項 

   両親が国際結婚をしている場合が該当する。裁判官は，子が非イスラム文

化にさらされることを心配する傾向がある。 

 

 ４ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子の有無にかかわらず，協議離婚をすることは認められている。その際に，

親権行使の態様について合意することもできる。 

 

 ５ 離婚後の面会交流 

   裁判所が命じる場合には，警察等の公共機関の監督下で面会交流が行わ

れることがある。 

 

 ６ 居所指定 

   同居親が，非同居親の同意なく，子と共に居所を変更することは禁止され

ている。 

 

 ７ 嫡出でない子の親権 

   父が子を認知した後は，両親が共同して親権を行使する。 
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第２ トルコ 

１ 離婚後の監護の態様 

   トルコ民法第３３７条は，例外的な場合（母が若年，死亡，親権を取り上

げられている場合等）を除き，母が親権を有すると規定しており，共同親権

を認めていない。 

  

２ 子がいる場合の協議離婚の可否 

   子の有無にかかわらず，協議離婚は認められていない。 

 

３ 離婚後の面会交流 

  ⑴ 面会交流についての取決め 

離婚の際に両親の間で取決め（protocol）がされていればそれに従い，

取り決められていない場合は，裁判所が判断する。 

  ⑵ 面会交流の支援制度 

    政府が面会交流について支援することは一般的ではないが，親権者が

他方の親と子との面会交流を認めない場合には，当該他方の親は政府に

支援を求めることができる。 

  

４ 居所指定 

   離婚後は親権者が子の居所の決定権を有する。ただし，例外的に，裁判所

が面会交流を維持させるために転居を制限することがある。 

  

 ５ 嫡出でない子の親権 

   トルコ民法第２８２条第１項，第２項により，子との親子関係は出産によ

り認められ，母は婚姻関係になくとも子の親権を自動的に有する。父と子と

の親子関係は婚姻，認知，裁判所の決定により認められるが，父に親権が与

えられるか否かは裁判所の判断によって決定されるため，父と子との親子

関係が認められても直ちに共同親権となるわけではない。 
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第３ 南アフリカ 

 １ 離婚後の親権行使の態様 

   両親の離婚後に，共同で親権(guardianship)を行使することが認められ

ているが，共同親権となっても，父母は，他方の親の同意が必要とされる特

定の事項30を除き，単独で親権を行使することができる。 

 

 ２ 離婚後の共同親権行使についての両親の意見が対立する場合の対応 

   裁判官が第三者であるソーシャルワーカーを指名し，当該ソーシャルワ

ーカーが，両親間の調停を行うことがある。ソーシャルワーカーは，ソーシ

ャルワークの分野の修士号を取得している者が多い。 

                                                      
30 ここでいう特定の事項には，子の結婚，子の養子縁組，子の国外への移住又は転居，子

の旅券申請等が該当する。 


